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１．概要 

標題の件に係る取得資産の処分に当たって、公募による需要調査を実施した（調査期間：令和５年12月

26日～令和６年１月16日）。 

 同調査の結果、取得財産について購入希望者はいなかった。 

 

２．取得財産の処分について 

 購入希望者がいなかったため、廃棄手続きを行うこととする。
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